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「デジタル空間における情報流通の健全性確保の在り方に関する検討会」 

ワーキンググループ（第２５回） 

 

１ 日時 令和６年６月７日（金）11時00分～13時00分 

 

２ 場所 オンライン開催 

 

３ 出席者 

（１）構成員 

山本（龍）主査、生貝構成員、石井構成員、落合構成員、曽我部構成員、水谷構成員、 

森構成員、山本（健）構成員 

（２）オブザーバー団体 

一般社団法人安心ネットづくり促進協議会、一般社団法人新経済連盟、一般社団法人セー 

ファーインターネット協会、一般社団法人ソーシャルメディア利用環境整備機構、一般社団 

法人デジタル広告品質認証機構、一般社団法人テレコムサービス協会、一般社団法人電気通 

信事業者協会、一般社団法人日本インターネットプロバイダー協会、一般社団法人日本ケー 

ブルテレビ連盟、一般社団法人日本新聞協会、日本放送協会、特定非営利活動法人ファクト 

チェック・イニシアティブ、一般社団法人MyData Japan、一般財団法人マルチメディア振興 

センター、一般社団法人日本民間放送連盟、国立研究開発法人情報通信研究機構 

（３）オブザーバー省庁 

内閣官房、内閣府、警察庁、消費者庁、デジタル庁、文部科学省、経済産業省 

（４）総務省 

湯本大臣官房総括審議官、西泉大臣官房審議官、田邊情報通信政策課長、 

大澤情報流通振興課長、恩賀情報流通適正化推進室長、内藤情報流通適正化推進室課長補佐、 

上原情報流通適正化推進室課長補佐 

 

４ 議事 

（1）デジタル空間における情報流通の健全性確保に向けた国内外の検討状況 

（2）意見交換 

（3）その他 
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【山本主査】  定刻でございますので、デジタル空間における情報流通の健全性確保のあ

り方に関する検討会ワーキンググループ第２５回会合の合同会合を開催させていただきま

す。 

 本日もご多忙の中、頻繁に会議を開いておりますが、当会合にご出席を賜りまして誠にあ

りがとうございます。議事に入ります前に事務局より連絡事項の説明をお願いいたします。 

【髙橋係長】  事務局でございます。 

 まず、本日の会議は公開とさせていただきますので、その点御了承ください。 

 次に、事務局より、ウェブ会議による開催上の注意事項について御案内いたします。本日

の会議につきましては、構成員及び傍聴はウェブ会議システムにて実施させていただいて

おります。本日の会合の傍聴につきましては、ウェブ会議システムによる音声及び資料投影

のみでの傍聴とさせていただいております。事務局において、傍聴者は発言ができない設定

とさせていただいておりますので、音声設定を変更しないようお願いいたします。 

 本日の資料は、本体資料として資料WG２５－１－１から参考資料WG２５－１までの４点

用意をしております。万が一お手元に届いていない場合がございましたら、事務局までお申

しつけください。また、傍聴の方につきましては、本検討会のホームページ上に資料が公開

されておりますので、そちらから閲覧ください。 

 なお、本日は、石井構成員、森構成員は途中でご退室予定、落合構成員は途中で御参加予

定と伺っております。 

事務局からは以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

本日の議事でございますけれども、引き続き「具体的な方策」の議論として、まずは、５月

３０日に開催された検討会（親会）にご報告させていただいた参考資料WG２５－１「これま

での検討状況」において、「引き続き検討が必要な論点」とされていた論点について、今後

の検討の進め方を事務局にて一案作成いただきましたので、そちらの資料について事務局

からご説明いただき、質疑応答の時間を設けます。 

次に、引き続き検討が必要な具体的な論点として、３点、「情報伝送PFによる偽・誤情報

への対応の在り方」「情報伝送PFが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の

在り方」「マルチステークホルダーによる連携・協力の枠組み整備の在り方」について、そ

れぞれ事務局に資料を作成いただいていますので、そちらをご説明いただきます。 

その後、そのまま続けて、これらの論点のうち「情報伝送PFが与える情報流通の健全性へ
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の影響の軽減に向けた方策の在り方」に関連するものとして、プラットフォーム事業者から

研究機関等へのデータ提供の状況について、一般社団法人Code for Japan様よりご発表い

ただいた後、事務局説明及びCode for Japan様の説明に対する質疑応答の時間を設けます。 

そして、これらのご説明を踏まえ、各論点に関する意見交換の時間を設けたいと思います。 

それでは、早速議事に入らせていただきます。まずは「引き続き検討が必要な論点に関す

る今後の検討の進め方（案）」について、事務局からご説明お願いする前に、私から、５月

３０日の検討会（親会）でご説明した結果につきまして、「緊急性に応じた対応など、取組

の時間軸も意識して議論を進めるべき」、「親会における「情報流通の健全性」に関する基本

理念の議論とのつながりを意識すべき」、「それぞれの方策の実効性を担保する方法につい

て、共同規制も含めて具体的に検討すべき」などのご意見を頂戴しました。WGとしては、検

討会で頂戴したご意見もふまえ、引き続き議論を進めていければと考えております。それで

は、事務局から説明御願いいたします。 

【上原補佐】  事務局よりご説明いたします。資料WG２５－１－１と、併せて参考資料W

G２５－１もご参照ください。５月３０日の第２１回検討会にて山本龍彦主査よりご報告い

ただきました通り、これまでの皆様のご検討状況につきましては、一旦この参考資料WG

２５－１、当初資料２１－１－４として公開したものですけれども、こちらに一通りまとめ

させていただいたところでございます。 

こちらの資料ですけれども、これまでの検討の中で、概ね皆さまのご意見の一致を見たと

ころを「これまでの検討状況」としまして、緑色で網かけをしております。一方、まだまだ

いろいろなご意見がありまして、今後さらに検討していく必要がある論点というものを「引

き続き検討が必要な論点」として、オレンジ色で網かけをしているところでございます。こ

れは皆さまご承知のところかと存じます。 

その上でそのことを前提としまして、このオレンジ色の網かけ部分、「引き続き検討が必

要な論点」につきまして、この６月も引き続きご議論いただければと存じますけれども、こ

れまでのご検討状況を踏まえますと、資料２１－１－４の１ページ目にありますように、当

初８つの論点に分類・整理しながらご検討いただいていましたところ、相互に密接に関連し

ていたり、ほとんど片方がもう片方に包含されるような関係ではないかと思われるような

ものであったり、もう少し論点整理が可能ではないかと思われる部分が出てきたところで

はないかと存じます。 

そこで今回配布いたしました資料WG２５－１－１をご覧いただければと存じますけれど
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も、この６月は８つの論点をさらに括って、５つに整理した上で検討を進めてはどうかと、

こういった一案をまとめております。５つというのは具体的に言うと、１ページ目の右側に

ありますように、「１．情報伝送PFによる偽・誤情報への対応の在り方」、「２．情報伝送PF

が与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の在り方」、「３．マルチステークホ

ルダーによる連携協力の枠組み整備の在り方」、「４．広告の質の確保を通じた情報流通の健

全性確保の在り方」、「５．質の高いメディアへの広告配信に資する取組を通じた情報流通の

健全性確保の在り方」の５つでございます。 

このうち３から５は、それぞれ元々の論点整理、この左側の表で言いますと、②⑤⑥に関

連するものでして、こちらはそのまま引き続きご議論いただければと考えております。 

一方、１の「情報伝送PFによる偽・誤情報への対応の在り方」については、③と⑦を統合

した論点となります。こちら２ページ目にて説明しております通り、⑦というのは、経済的

インセンティブ目当てのいわゆる「インプレッション稼ぎ」の投稿への対応についてご議論

いただいていたところですけれども、そちらについては、偽・誤情報に対するコンテンツモ

デレーション、特に収益化の停止などの在り方を一般的に検討する中で、その一環として検

討するのが適当ではないかというご意見を頂いていたところですので、コンテンツモデレ

ーションの在り方一般について検討いただきました③の論点に吸収させていただきました。 

また、２の「情報伝送PFが与える情報流通の健全性への影響の軽減に向けた方策の在り方」

というのは、左側④が中心になりますけれども、さらにこうした社会的影響の予測・軽減措

置の実施といったものは、災害発生時等における対応として実施する必要が高いのではな

いかというご意見もございましたので、この①と一体的に検討することが適当ではないか。

また④は、いわゆるサービスアーキテクチャに起因する社会的影響の軽減といったところ

が中心議題かと存じますので、そうだとすると⑦のレコメンデーションやターゲティング

の在り方も併せて考慮する必要があるのではないか。こういった観点から①④⑧を一体的

に議論いただく趣旨で、この右側、２番目の論点を設定させていただいているものとなりま

す。 

なお本日はこの右側１から３までの論点をご議論いただきたく、具体的な論点をまとめ

させていただいたのが、後ほどご説明いたします資料WG２５－１－２ということになりま

す。事務局からは以上となります。 

【山本主査】  ありがとうございます。これまでの論点も相互に関連しているところが結

構ありましたので、議論を合理化していくために今のような整理をしていただいたという
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ことかと思います。それでもまだ検討しなければいけない論点はかなりあるわけですけれ

ども、まずもって、そのような整理をしていただいたということだと思います。 

それでは只今の事務局からのご説明にご質問・ご意見のある方は、チャットでご発言希望

の旨をご連絡ください。よろしくお願いいたします。 

全部で４つの論点に再整理していただいて、本日はその４つのうち３つをこの後議論す

るということだと思います。もちろん、このように整理してもなおいろいろと各論点で関連

する事項等がございますので、その場合にはあまりこだわらずにいろいろとご意見を頂け

ればというように思います。このような進め方でよろしいでしょうか。それでは、このよう

な形で議論を進めていければと思います。 

続きまして、引き続き検討が必要な論点につきまして、同じく事務局からご説明をお願いい

たします。 

【上原補佐】  資料WG２５－１－２をご覧ください。こちら先ほどご説明いたしましたよ

うに、資料WG２５－１－１の今後の進め方の中で言いますと、５つの論点のうちまずは１か

ら３までの３つの論点について、中身を構成する具体的な論点を整理してまとめさせてい

ただいたものとなります。４と５のデジタル広告関係の論点、それから全体に共通するよう

な他にも種々の論点があるかと思いますけれども、そちらにつきましては、次回別途ご議論

いただければと考えております。 

早速ですけれども、２ページ目、１の「情報伝送PFによる偽・誤情報への対応の在り方」

に関する引き続き検討が必要な論点となります。 

３ページ目以降をご覧いただければ分かります通り、こちらは基本的に前回親会に報告

した資料２１－１－４、つまり今回改めて配付させていただきました参考資料WG２５－

１の中で、「引き続き検討が必要な論点」としてオレンジ色で網かけしていたものを寄せ集

めて整理した資料ということになります。ですので、いずれも皆さま、すでに一度お目通し

いただいている論点ばかりではあるのですけれども、リマインドを兼ねまして、改めてご説

明させていただきます。 

まず、対応を検討すべき「偽・誤情報」の定義・範囲につきましては、前回までに、３ペ

ージ目の赤枠で囲んだところ①と②をいずれも満たす情報が少なくとも含まれるのではな

いか、といったところまではご検討いただいていたところかと存じます。他方で、ではこれ

以外の情報はどうなのかと。例えば①について、必ずしも誤りは含まれていないが、文脈上

誤解を招くミスリーディングな情報であるとか、あるいは事実ではあるけれども、人を害す
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る意図を持って発信された悪意ある情報、情報影響操作に利用されるようなものをどう捉

えるべきか。また②につきまして、違法性や権利侵害性というのはある程度分かりやすいと

ころがありますけれども、客観的な有害性や社会的影響の重大性といったものについては、

ミニマムなものとして人の生命・身体または財産に重大かつ明白な悪影響を与えるような

情報であればしっかりした対応が必要な情報の範囲と言えそうではあるけれども、一方で

それ以外のいかなる場合に、またいかなる具体的な方策との関係で、客観的な有害性や社会

的影響の重大性という要素を捉えるべきなのか、あるいは捉えるべきではないのか。さらに、

対応を検討すべき「偽・誤情報」の範囲に類型的には含まれないものと考えるべき例外的な

情報としては、パロデイ、風刺等がありますけれども、それ以外に何かあるか、といった点

が引き続き検討が必要な論点として挙げられるところかと存じます。 

続いて４ページ目、偽・誤情報の流通・拡散を抑止するためのコンテンツモデレーション

の類型については、この表に挙げました①から⑦のようなものが代表例としてありますけ

れども、特に④の表示順位の低下でありますとか、削除・アカウント停止以外の、より広い

範囲、かつ、可視性への影響がある意味、削除よりは小さいといえるかもしれないといった

ものについて、どういった取り扱いを考えていくべきか。またこれは先ほどの「偽・誤情報」

の定義・範囲とも関連するところかと存じますけれども、可視性への影響が低いコンテンツ

モデレーションの対象とすべき偽・誤情報の範囲は相対的に広くなるのではないかといっ

たご意見も出ていたところですけれども、そこを具体的にどのように類型的に整理してい

くのか。また⑦のいわゆるプロミネンスについては、他の類型とは少し異なる促進方策等を

検討する必要があるのかどうか。こういった点が引き続き検討が必要な論点として挙げら

れるかと存じます。 

それから５ページ目、偽・誤情報に対するコンテンツモデレーションの実施の促進方策に

つきましても、先ほどの「偽・誤情報」の定義・範囲や、あるいはコンテンツモデレーショ

ンの類型と密接に関連するところですので、一体的にご議論いただければと存じますけれ

ども、つまり偽・誤情報の違法性・権利侵害性・有害性、社会的影響の重大性、含まれる誤

りの明白性といった特性・性質に応じまして、必要な方策、例えば透明性確保であったり迅

速化であったりといったものを一定、類型化できないかといったところが、残された論点に

なろうかと存じます。 

また、こちらは迅速化であったり、確実な実施の確保といった方策に関連するところです

けれども、どういった契機のコンテンツモデレーションを前提にするのか。つまり誰からの
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申請によるコンテンツモデレーションが迅速化等の方策の対象となるのかといった部分。

これも偽・誤情報の特性・性質によるものであろうと考えられるところですけれども、例え

ば違法ではないが有害性や社会的影響の重大性が大きい偽・誤情報に対するコンテンツモ

デレーションについては、広告主であったりファクトチェック機関であったりが申請する

というのはどうなのか、制度設計上何か留意点があるのかどうか。また行政法規に抵触する

ような違法な偽・誤情報に対するコンテンツモデレーションについては、すでにご議論いた

だきました通り、所管行政機関による申請というものがありうるのであれば、その透明性や

アカウンタビリティ確保方策を考える必要があるということですけれども、具体的にどう

いう方策が妥当であるのかどうか。 

この点につきましては、行政手続法など行政手続に関する既存の法的枠組みの中でも、一

定の透明性・アカウンタビリティ確保方策と言えるものが取られているところかと存じま

す。例えば行政手続法３６条は、「同一の行政目的を実現するため一定の条件に該当する複

数の者に対し行政指導をしようとするときは、行政機関は、あらかじめ、事案に応じ、行政

指導指針を定め、かつ、行政上特別の支障がない限り、これを公表しなければならない」と

しております。つまり、行政機関によるコンテンツモデレーション申請を行政指導と捉えま

すと、もしこれを制度的に同一の行政目的を実現するための一定の条件に該当する複数の

情報伝送プラットフォームに対し要請するということになると、行政指導指針の策定・公表

が求められる可能性があるというところでして、実際に以前ご紹介いたしました薬機法に

基づく都道府県知事等による違法広告の削除要請、今回の資料WG２５－１－２で言うと

１８ページに参考資料を付けておりますけれども、この場合、１９ページにあります通り、

要請の手順や方式、要請した場合に厚生労働省の担当課へ連絡するようにといったことも

含めて、厚生労働省の担当課長名義の指針というものが策定・公表されているところでござ

います。こういった一般的な行政手続に関する法的枠組みに照らし、足りているところ足り

ていないところはどこなのかという部分も含めてご議論いただければと存じます。 

それから５ページ目に戻りまして、偽・誤情報の発信を抑止するためのその他の方策につ

いては、コンテンツモデレーションの実施を促進する以外の抑止方策として、どういったも

のが有効か、といった部分をご議論いただければと考えております。 

次に２１ページをご覧ください。２の「情報伝送PFが与える情報流通の健全性への影響の

軽減に向けた方策の在り方」ということで、２２ページにあります通り、これまでのご議論

の中で、情報伝送プラットフォームは自らのビジネスモデルがもたらす将来にわたる社会
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的影響を事前に予測し、その結果を踏まえて影響軽減措置を実施・検討することが適当とい

うご意見を頂いていたところでございますけれども、他方でこの自主的な影響予測や軽減

措置の確実な実施というものをどこまで制度的に担保する必要があるのかどうか、といっ

たところはご意見が分かれていたところかと存じます。この点については、「※」にもあり

ます通り、違法ではないが有害な偽・誤情報の流通・拡散がもたらす社会的影響への対応で

あったり、あるいはレコメンデーションやターゲティングを含めたサービスアーキテクチ

ャに起因する社会的影響への対応であったりといった部分は、具体的な措置を直接的に促

進するというよりも、どちらかというとこうした影響予測・軽減措置というスキームの中で

考えることが適当な場合が多いのではないかといったご意見も頂いているところでござい

ます。 

他方で、影響予測をさせるにしても、明確な指標を示せるのか、また軽減措置の実効性を

どう担保するのかといったところは、課題として指摘されていたところかと存じますけれ

ども、この点について、例えば親会で検討されている「情報流通の健全性」に関する基本理

念との連続性・関係性の中で、一定明確な指標が示せるのかどうか。また、その指標を作る

とすれば、民産学官を含むマルチステークホルダーによる協議によって作るということが

１つ考えられるところ、その指標の明確性を担保する上で、具体的にどのような役割分担、

特に民産学と官の役割分担をどのようにすべきか。この辺りは、山本健人構成員に詳しくご

説明いただいたEUにおける行動規範の策定プロセスというものが参考になるのではないか

ということで、後ろの方にはその参考資料を付けております。 

また、情報伝送プラットフォームが実施した影響予測の結果や軽減措置の内容をマルチ

ステークホルダーで検証・評価するということも考えられるところ、その検証・評価の能力

はどうやって確保するのか。特に、４９ページ以降に参考資料として付けておりますけれど

も、EUのDSAにおいては、こうした影響予測・評価の目的でVLOPやVLOSEが研究者等にデータ

へのアクセスを提供すべきといった規定が置かれているところでして、実際に親会でも澁

谷構成員や、先月フィルターバブル等に関する調査研究結果を公表いただいた鳥海先生な

どからも、こういった情報伝送プラットフォームからのデータアクセス提供というものは

重要であるというご指摘があったところでございます。こういったデータ提供の確保を通

じた検証評価能力の強化について、どう考えるか。この点については、後ほどCode for Ja

pan様よりプラットフォーム事業者によるデータアクセス提供の現状についてご発表いた

だく予定ですので、そちらもご参照ください。 
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それから２２ページに戻っていただいて、1番下のポツです。こういった指標ないし実施

指針や検証評価の結果というものをどうやって情報伝送プラットフォームのサービスに確

実に反映するのか。 

さらに２３ページ、特に災害発生時等に備えた対応として、災害発生時等における社会的

影響というものを平時から予測し、有効な軽減措置を予め検討しておくということも同じ

ようなスキームで考えられるのかどうか。またこの場合、何が災害発生時等に当たるのか、

いつからいつまでなのかという点について、マルチステークホルダーによる協議によって

決定することを検討してはどうかというご意見を頂いたところですけれども、具体的にど

ういうプロセスで決定するのか。こういった詳細設計に関するご議論が翻って、一番最初の、

そもそも制度的な担保が必要なのかどうかという点のご議論にも影響するものと思われま

すので、全体を一体としてご議論いただければと存じます。 

最後、６０ページになります。３の「マルチステークホルダーによる連携協力の枠組み整

備の在り方」ということで、今ご説明したように、例えば影響予測や軽減措置の実施指針を

策定したり、評価・検証を行ったりといったことをするのであれば、そのための協議・決定

には具体的にどのような主体が参加するべきなのか。特に市民社会の利益をどうやって協

議・決定に反映させるのか。また協議・決定の実効性をどのように担保するのか。協議・決

定の過程で交換される個人情報・機密情報の適正な取り扱いをどのように担保するのか、と

いった詳細につきまして、引き続き検討が必要な論点として挙げられるところかと存じま

す。 

事務局からは以上となります。 

【山本主査】  ありがとうございました。そのまま続けて、一般社団法人Code for Japa

n、陣内様からご説明をお願いいたします。 

【一般社団法人Code for Japan（陣内氏）】  一般社団法人Code for Japanの陣内と申し

ます。本日は、私から主要プラットフォーム事業者のデータ状況の調査報告を行います。 

プラットフォーム事業者による外部への大規模なデータ提供は、研究者向けのリサーチ

ャープログラムと開発者向けのAPIの２つの方法で行われています。リサーチャープログラ

ムは、事業者がプラットフォームの透明性や信頼性の向上、学術機関・学術研究の支援、社

会的課題の解決などを目的にAPIと研究者に無料で提供しているものになります。研究者が

申請を行い、審査を通った研究者のみが研究に必要なデータを利用することができます。提

供方法はAPIの他にデータセットやライブラリなどがあります。次に開発者向けに提供され
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ているAPIですけれども、こちら次の３つに分類できます。１つ目はプラットフォームのエ

コシステム形成を目的に提供しているAPI、２つ目はビジネスとしてプラットフォームのデ

ータを有料で販売しているAPI、３つ目は広告主向けに効率的な広告運用のツールとして提

供しているAPIです。本調査の目的を踏まえて、１と２のAPIの調査を行いました。 

続いて調査方法はこちらになります。本調査は事業者の公式ドキュメントをもとにした

デスクトップリサーチとなっています。そのため実際にAPIを利用して調査したわけではな

いことにご注意ください。またリサーチャープログラムは、事業者によってはウェブサイト

上に体系立って掲載されていなかったり、説明が詳細にされていないケースもありました。

調査対象の事業者としては、記載の５社となっております。 

最初に開発者向けに主なAPIというのがありますので、こちらについて説明を行います。

調査した５社すべてがAPIを提供しておりますけれども、記載している主要な１０のAPIの

うち、Xが提供する２つのAPIとLINE・ヤフー社のDS.APIの計３つのAPIは、有料での提供と

なっております。残り７つのAPIもデータの範囲やレート制限など、開発者がAPIを利用する

にあたっての制約が存在しております。そのためパブリックコンテンツであっても、外部の

ユーザーがAPIによって無制限にデータを取得できるわけではありません。まず本ページで

は、各APIにどのような制約があるのかについて説明していきます。最初に一番上のXからで

すけれども、XのAPIは広範なデータを取得できる一方で、API利用料金がかかるのが特徴と

なっています。API V２は無料プランもありますけれども、他のユーザーのデータを取得し

ようとすると、有料プランを利用する必要があります。有料プランは月額１００ドル

５０００ドルとあり、さらに上位のEnterprise APIを使う場合の料金は、非公開となってお

ります。続いてMetaですけれども、主要な３つのAPIを通じて、Facebookとインスタグラム

のデータを無料で開発者に提供しています。Graph APIはユーザーのプロフィールや投稿な

ど幅広いデータを取得できますけれども、開発者に対して利用を許可したユーザーの情報

しか取得することができません。インスタグラム基本表示APIは、プロフィールや投稿のデ

ータを取得できるAPIですが、開発者アカウント以外のデータは取得できません。インスタ

グラムGraph APIは、先の２つのAPIと異なり、つながりのないユーザーのデータも取得する

ことが可能です。しかしプロアカウントといわれるビジネスアカウントとクリエイターア

カウントのみのデータ取得となり、一般ユーザーのデータを取得することはできません。次

にGoogleです。YouTube Analytics and Repoting APIsは、エンゲージメントなどの詳細な

統計データを提供していますが、開発者自身のアカウントのデータのみが取得可能です。管
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理していないチャンネルやコンテンツのデータは取得できません。一方でYouTube Data AP

Iは、パブリックコンテンツの動画のタイトルや説明文、再生回数などのデータを取ること

ができ、他の無料APIのようなデータアクセス範囲の制限がありません。制約として最も大

きいと考えられるものは１日のレート制限ということになっております。続いてTikTokのA

PIで最も広範なデータを提供しているのがDisplay APIです。このAPIはプロフィールや動

画などのデータを無料で取得できますが、開発者のアプリを利用しているクリエイターの

データしか取得することができません。最後にLINE・ヤフーの提供しているAPIです。DS.A

PIはこれまで説明してきたAPIとは異なり、いわゆるビッグデータを取得できるAPIです。有

料で提供されていましたが、現在は新規の利用受付が停止されています。LINEのMessaging

 APIは、開発者のアカウントに紐付くユーザーのデータのみが取得できるAPIとなっており

ます。以上のように、各社様々な開発者向けAPIを提供しておりますけれども、料金やデー

タ範囲など制約があるため、APIによってプラットフォーム全体の状況を把握しようとする

ことは難しいと考えられます。 

それでは続いて、各社リサーチャープログラムについて説明をいたします。各事業者はそ

れぞれ独自のリサーチャープログラムを研究者に無料で提供しています。プログラムの対

象となっている研究者やデータへのアクセスは、プログラムごとに大きく異なっておりま

す。EUの研究者のみにデータを提供し、日本国内の研究者が利用できないプログラムも存在

しています。また利用できるAPIやデータセットの条件の詳細も、プログラムによって様々

となっています。このページでは各社のプログラムがどの地域の研究者を対象として提供

され、またどのようなデータにアクセスできるのかについて、簡単にご説明いたします。最

初にXのリサーチャープログラムについてです。アカデミックリサーチャーアクセスは、世

界中の研究者によく使われていたAPIです。前のページにも記載のあったEnterprise APIを

研究者に提供していましたが、現在はこのプログラムを利用することができません。現在X

が研究者向けに提供しているのが、DSA Researcher Applicationとなります。こちらはXの

ウェブサイト上の説明がほとんどなく、申請フォームが公開されているのみで、詳細につい

ては分からないというところですけれども、フォームによると、DSAに基づく研究のみが対

象になっているとされ、日本の研究には利用できません。MetaはContent Library and API

というプログラムで、Facebookとインスタグラムのデータを日本を含む世界中の研究者に

提供しております。このAPIでは、ほぼリアルタイムのコンテンツが取得可能です。またAd

 Targeting Datasetも日本を含む世界中の研究者にMetaは提供しています。このデータセ
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ットによって、広告のターゲティングなどの研究を行うことが可能です。続いてGoogleです。

GoogleはEUの研究者向けにGoogle Request Recordsを提供しております。Googleマップな

どのスクレイピングを許可するプログラムですが、日本国内の研究者はこちらを利用する

ことができません。一方でYouTube Researcher Programというものもありまして、こちら

は日本を含む世界中の研究者が利用可能となっています。このプログラムでは、開発者向け

にAPIとして紹介したYouTube Data APIを研究に必要な分だけ利用することが可能という

ことになっております。TikTokはCommercial Content APIを通じて、広告データを提供し

ています。このAPIは研究者に加えて、一般の人も利用可能ということになっておりますけ

れども、ヨーロッパのデータのみを扱っております。TikTokは、もう１つResearch APIとい

うものを提供しておりまして、こちらはユーザーのプロフィールやコンテンツのデータと

いったものが取得可能ですが、アメリカとヨーロッパの研究者のみしか利用することがで

きません。最後にLINE・ヤフーですが、調査した限りはLINE・ヤフーが唯一研究者向けに提

供しているのが、ヤフー知恵袋のデータです。こちらは国立情報学研究所を通じて、データ

提供されておりますけれども、ランダムサンプリングであることと最新のデータが

２０２２年３月末であることに注意が必要です。以上がリサーチャープログラムの説明と

なります。審査に通った研究者がリサーチャープログラムを活用することによって、開発者

向けのAPIよりも幅広いデータを無料で取得することが可能となっています。しかし対象が

EUなどの研究者に限定され、日本の研究者が利用できないAPIやデータセットというのが多

数あるということになっております。 

ここからは各社のリサーチャープログラムやAPIについて、少し詳しく説明をしていきま

す。最初にXについて説明を行います。まずAcademic Research Accessは、従来日本を含む

世界中の研究者に広く使われておりましたが、現在は申請フォームが閉じられております。

過去に利用できた研究者も利用できない状況というようになっている模様です。研究目的

でXのデータは使えなくなったということは、一般にこのプログラムが停止されていること

を指しております。このプログラムでは月に１０００万件という非常に大規模なXのデータ

を取得できたために、多くの研究者に利用されておりました。 

現在Xの方で提供されていますのが、X DSA Researcher Applicationという申請フォーム

になります。こちらのフォーム名・プログラム名からも分かる通り、DSA対応のために行わ

れている処置となっております。この申請フォームは申請者はDSA第４０条第８項及び第

１２項で定義されている基準を満たす必要があると明記されています。質問項目や選択肢



 -13- 

をもとに考えると、大学やNGOなどに所属する研究者に対してデータの提供を行っておりま

す。データのセキュリティや研究内容・データの必要な範囲・期間を申請する必要がありま

すが、質問項目としましては他のプラットフォームと大きな違いはなく、オーソドックスな

内容といえます。他の海外プラットフォーム事業者は、研究者向けのプログラムについて説

明したページを設けていますが、XはこのGoogleフォームになるのですけれども、フォーム

を公開するのみであるため、情報がかなり限定的というようになっているのが特徴です。 

 続いてXですけれども、ビジネスとして開発者向けに有償でAPIを提供しております。X D

SA Researcher Applicationの対象ではない研究者に対しては、こちらの商用プランを使う

ように案内がされています。料金プランを見ますと、月額１００ドルのベーシックプランで

も月に１万ポストが上限となっております。月額５０００ドルのプランでも、月に１００万

件でありまして、それ以上のデータ取得には、より高額なEnterpriseプランになるというこ

とで、以前公開されていましたリサーチャープログラムは、月１０００万件が最大というこ

とを考えると、研究に必要な大量のデータ取得には、かなり多額の費用がかかるということ

になっております。 

Metaのデータ提供について、説明を行います。MetaのContent Library and APIは、世界

中の学術機関に所属する研究者に開放されています。ただアメリカや国連などが制裁対象

としている司法管轄区の研究者はアクセスができません。このプログラムはFacebookとイ

ンスタグラムの両方のグローバルなデータが提供されています。審査はMetaが行っている

のではなく、ミシガン大学の政治・社会研究のための大学間コンソーシアムによって行われ

ています。申請は複数の研究者が関わるようなプロジェクトとして提出されていることが

想定されておりまして、申請項目を見ていきますと、コーディングや好みのプログラミング

言語といったようなデータ取り扱いのスキルを確認していることが特徴的です。 

Metaは広告関係の取り組みとしまして、Meta Ad Library toolsというプログラムで４つ

のデータを提供しております。そのうちAd Targeting Datasetのみが研究者に限定する形

での提供となっており。他の３つのツールに関しては、研究者以外も利用可能です。Ad Ta

rgeting Datasetは、対象の研究者に地理的な制約はなく、毎月更新されているデータを使

うことが可能となっております。 

Metaの開発者向けAPIとしては記載の通りとなります。先に説明した通り、無料とはなっ

ておりますけれども、広範なデータを取得できるAPIではないため、口頭での説明は割愛い

たします。 
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続いてGoogleになります。Google Request Recordsというリサーチャープログラムは、G

oogleの5つのサービスのスクレイピングの許可やAPI提供を行っておりますけれども、こち

らの対象者はEUのみというになっております。ただサイトには、今後対象が拡大される可能

性があるというように記載されております。申請項目を見ていきますと、調査するシステミ

ックリスクを違法コンテンツ・基本的人権・公衆衛生・政治プロセスの４つから選択させて

いるのが特徴的となっております。 

YouTube Researcher Programになりますけれども、こちらは開発者向けAPIであるData A

PIを必要な分だけ利用することができるというプログラムで、地理的な制約はございませ

ん。申請項目の約借を見ると研究者というところで、具体的には、ポスドク、博士課程在籍

者までが対象ということになっております。特徴としましては、研究結果をオープンアクセ

スにすることと研究の公表前に事前にGoogleに連絡するということが条件として記載され

ております。 

YouTubeの開発者向け主なAPIとしては３つありますけれども、広範なデータを取れるの

がYouTube Data APIです。こちらは開発者が使う場合には、１日１万ユニットという制約

があります。一般の開発者も追加での割り当てを申請することは可能となっております。D

ata APIでは不正行為の報告に関するデータも提供されているようです。 

続きましてTikTokになります。TikTokのリサーチャープログラムでは、研究者と研究者以

外の一般人に対して、Commercial Content APIを提供しており、こちら大きな制約はござ

いません。しかしデータはEU等のヨーロッパのデータに限定されております。こちら申請フ

ォームには開発者アカウントが必要となっているため、詳細は確認できておりません。 

続いてですけれども、TikTokのResearch APIは、こちらはアメリカまたは欧州の学術機関

に雇用されている研究者のみが対象となっております。ヨーロッパと書かれておりますけ

れども、具体的にどこまでの国を指すかは記載されていませんでした。利用にあたっては、

推薦状や大学の倫理委員会の承認が必要ということになっております。後、データに関して

は１８歳以上のユーザーのデータということで記載がされておりました。 

続いてですけれども、TikTokのDisplay APIというものは、こちらクリエイターのデータ

のみを取得するAPIとなりますので、説明は割愛いたします。 

最後にLINE・ヤフー社ということになります。まずLINE・ヤフーは国立情報学研究所を通

じてヤフー知恵袋のデータを提供しております。大学及び公的研究機関の研究者が対象と

なっております。地理的な制約は特に記載ありませんけれども、サイトは日本語のみで、手
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続きも押印と郵送が必要ということになっておりますので、基本的には日本の研究者のみ

を想定していると考えられます。さらに利用目的に関しては、情報学に関連する学術研究と

いう形で限定が行われております。また１０%のランダムサンプリング、２０１９年４月か

ら２２年３月までのデータのみの提供ということになっているのも、他の海外の事業者の

取り組みとは異なる特徴ということになります。 

LINE・ヤフーの開発者向けAPIはいくつかありますけれども、ヤフーニュースやヤフーコ

メントのデータを提供しているようなAPIはありません。 

外部にまとまったAPIを提供しているのが、次のページになりますけれども、こちらのDS.

APIということになります。こちらはBIツールや自社環境でビッグデータを活用できるAPI

ということになります。詳細が次のページになるのですけれども、このAPIでは、キーワー

ドのランキングや検索・ボリュームなどのデータを取得できます。ただ月額１０万円プラス

従量課金と料金がかかることになっていることに加えて、現在は新規利用受付が停止され

ております。 

最後に簡単にLINEのAPIですけれども、こちらはLINEのMessaging APIは、メッセージの

やり取りを効率化するためのAPIとなっておりまして、LINEアカウントの友だち登録してい

るユーザーのデータのみを取得することができますということです。 

最後に今年４月に欧州委員会が出したレポートを紹介いたします。このレポートはEUに

おける研究者へのデータアクセス提供状況について分析しています。事業者はDSAの２つの

規定に基づいて、パブリックコンテンツと広告コンテンツに対するアクセスを提供してお

ります。本レポートでも研究者に対するデータアクセスの提供が情報環境をより良く理解

するための重要な進展と機会をもたらすというように書かれておりました。私からの報告

は以上となります。 

【山本主査】  ありがとうございました。只今の事務局からのご説明とCode for Japan

様からのご発表へのご質問がある方は、チャットにて発言希望の旨をご連絡ください。先ほ

どの具体的論点に関するご意見等は、またその後に大体１２時くらいから意見交換の時間

にさせていただこうと思いますので、まずはご質問を受け付けたいと思います。いかがでし

ょうか。 

では、曽我部さん、よろしくお願いいたします。 

【曽我部構成員】  ありがとうございます。京都大の曽我部でございます。単純な質問で

恐縮なのですけれども、Code for Japan様にお伺いしたいのは、最後のEUのレポートに関
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してどれくらいデータアクセスが利用されているといった情報もレポートの中にあったの

であればご紹介いただければと思うのですけれどもいかがでしょうか。 

【一般社団法人Code for Japan（陣内氏）】  実際にはこのレポートには、どれだけ利用

されているかという記載はありませんでした。内容としては、分析、各プラットフォームが

どのような情報にアクセスできるかといったようなところで、今日の情報と基本的には同

じ内容をかなりスナップチャットとか含めた幅広いプラットフォームに対してされている

というところが特徴でありますけれども、ご質問のあったような、どれだけ提供されている

かというところは記載がございませんでした。 

【曽我部構成員】  どうもありがとうございました。今回ご紹介いただいた各社さんの対

応状況というのも十分なのか不十分なのか私も素人なので判断がつきかねるところではあ

るのですが、仮に不十分だとしたときに、もっと拡大を求めていく中で、実際利用実績とい

ったものがないと中々物が申しにくいところもあって、アカデミア側での利用の促進とい

いますか、スキルの共有といったところも非常に大事なのかなと思いましてお伺いをした

次第です。どうもありがとうございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。この辺りは事務局にお答えいただく必要があるの

かもしれませんけれども、その対応状況が十分かどうかということについてDSA上は欧州委

員会が調査するということが先ほどの事務局のスライドの５０ページ辺りで書いてありま

す。例えばXさんに対して、欧州委員会が遵守状況についての調査をしているように読めま

すが、この辺りはそういう提供の義務が十分かどうかということについて何かチェックで

きるような仕組みというのは一応あるというような理解でよろしいですか。 

【上原補佐】  山本主査から頂いたご質問に関して申しますと、前提として、DSAにはあ

る程度カッチリとしたデータ提供義務というものが４０条にございます。大きく２つ分け

られていますけれども、１つは当局、欧州委員会であるとかDSCであるとかが、このデータ

を提供しなさいというような要請をした場合に、理由があれば当然その要請内容を変更し

てくれというようにも言えるのですけれども、基本的にその要請に対してデータアクセス

を認めるという義務が１つ。 

もう１つありますのが、これはおそらく今回のご発表にもかなり関係してくると思いま

すけれども、１２項で、要請があるかどうかにかかわらず、公開されているデータについて

は、少なくとも元データといいますか、生データへのアクセスを、一定のセキュリティ等の

要件を満たす研究者に対してはきちんと認める、そういう機能を持たせないといけないと
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いうふうになっています。このデータアクセスにどこまで制限がかけられると違法になる

のかという部分について、先ほど山本主査からもご指摘がありました通り、欧州ではいくつ

か、XやTikTokなどに対して、Xが初めてだったかと思いますけれども、２０２３年の１２月

以降、違反しているのではないかということで、法的に調査の手続きが始まっているという

状況でございます。事務局からは以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。重要なところを確認できたと思います。それでは

水谷さん、お願いいたします。 

【水谷構成員】  私もこの分野は専門的に詳しくないのですけれども、現在のプラットフ

ォームのデータアクセスに対するオープン度合いというか、それが不十分かどうかという

点も確かに重要であるとは思うのですが、他方で、これまでのデータアクセスに対する姿勢

がどう変遷してきたのかという点が結構気になっております。Xが昨年２０２３年の初めか

らAPIを有料化して、大きく仕様変更をしたと思うのですが、自主的対応でデータアクセス

を提供しているということになると、事業者として今までオープンにしていたけれども、事

情が変わったのでクローズにしますということも当然ありうる、ということだと思います。

DSAのような形で制度的に規制を入れれば、最低限はオープンにしておかないといけないと

いう話になると思いますが、自主的対応に任せていると、どこまでオープンにするかという

のも事業者の経営状況などによって変わってくるのかと思いまして、その辺の各事業者の

スタンスというのはこれまでどのような感じだったのかという点を、難しいと思いますけ

どもザックリとでもいいので聞かせていただければと思います。 

【一般社団法人Code for Japan（陣内氏）】  今回の調査のかなり難しかった点が、各社

によって情報の量も情報の出し方もかなり違うという点であったかというように思います。

分かりやすいのは、ご指摘のあったXでありますけれども、従来はかなり大規模なデータと

いうのを提供して、幅広い研究者に利用していただいたのが料金プランの変更に伴ってそ

れがなくなり、DSAに対処する多分おそらく最低限の形というような形で、Googleフォーム

のみが置かれて、必要というか、申請したいのだったらどうぞというところで、決して前向

きにデータを公開しているようには一般的には見えないかというように理解をしています。

他のプラットフォームに関しましては、MetaやGoogle等を含めて、外資系の３社に関しまし

ては研究者向けのページを設けて、情報の申請ということはしていただいておりますけれ

ども、報告にあったように、EUの研究者に限定するようなAPIだったり、そもそもヨーロッ

パのデータしか取り扱ってないようなデータセットがあったので、すべてがオープンとい
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うことにしているわけではないのかというように理解をしています。ドキュメントも正直、

量もそれなりにあるというところの一方で、どこまで正確だったり最新の状態が保たれて

いるのかというところだとか、分かりやすさというところでも、正直中々見ていても分から

ないところというのが多数あったりして、決してそういう点では、すごく親切に研究者に対

して情報を提供しているというようには見えないところも多々あったかというように考え

ております。 

【水谷構成員】 ありがとうございます。よく分かりました。 

【山本主査】  ありがとうございます。他の方はいかがでしょうか。 

この辺りのところは前から生貝さんもご指摘されていたところだと思うので、何かコメ

ントがあればぜひと思います。 

【生貝構成員】  あとで少し申しあげようと思ったのですけれども、さきほど曽我部先生

からあった研究者側のデータアクセスをサポートするといったことについては、DSAができ

る前の２０１９年に欧州委員会が非常に大きなお金を使って公募をして、今確かフィレン

ツェのEuropean University Instituteが今でも引き受けているはずです。European Digit

al Media Observatoryという組織を作って、その研究者データアクセスの枠組みやあるい

は研究者の支援など、これはディスインフォメーション対策のリテラシー向上もやってい

ます。ヨーロッパ中にある、これも欧州委員会等のお金で作られているいくつかの組織のハ

ブとして機能しているのですけれども、そこがそういうアクセス支援をするための様々な

取り組みをかなりのコストをかけてやっているという部分があり、この辺については多分E

DMO（European Digital Media Observatory）辺りの活動を見てみると、かなり見えてくる

のではないかと思います。とりあえず以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。他の方はいかがでしょうか。 

今の点はCode for Japan様、あるいは事務局から何か今の生貝さんのコメントに対して、

何かございますでしょうか。 

それでは、森さん、お願いいたします。 

【森構成員】  ご説明ありがとうございました。私が申し上げることではないのかもしれ

ませんけれども、むしろ親会の越前先生とか江間先生がいらっしゃったらと思うわけなの

ですが、１つ、ヨーロッパ縛りのかかっているものというのがパラパラありましたので、そ

れは当然法的対応としてなされていると思いますので、そういう意味では法制度によって

アクセスを確保していただかないと、日本語のSNSについてのいろいろなことが分からない。
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偽情報・誤情報問題は言うに及ばず、それ以外の様々な研究ができないということなのかな

というように思いました。 

あと資格のある研究者みたいなことなのですけれども、この資格についても、ある程度プ

ラットフォームにお任せするというよりは、ある程度客観的で公平なアクセスの資格とい

うものを設けておかないと若干不公平になるというか、恣意的に流れる恐れがあるのでは

ないかというように思いました。私のこれは意見です。以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。 

【一般社団法人Code for Japan（陣内氏）】  その点に少し補足の説明をさせていただき

ますと、ご指摘の通り研究者というところの定義もかなりプラットフォームによって変わ

っているというのが実状としてありまして、そもそも研究者が博士課程以上だったり、また

は大学の所属の席が必要なのか、それとも非営利の独立した研究機関の研究者までが対象

になったりしているのか等もまちまちかなというところです。あとはプログラムによって

はNPO、おそらくファクトチェック団体などを対象としているのかもしれませんけれども、

といった厳密には日本語の研究者は入らないような場合のところを対象にしているところ

もあるというように、エリアもそうですけれども、結構対象自体が様々というようになって

おりました。以上になります。 

【山本主査】  重要なご指摘かなと思いました。森さん、よろしいでしょうか。 

【森構成員】  ありがとうございます。よく分かりました。私の意図としましては、プラ

ットフォーム側に選別されることになると、それは研究に対する一定の権力性が働くこと

になってしまうので、それは避けた方がいいと思いますので、そこに法制度の介入というも

のが要請されるのかなと思ったわけでございます。以上です。 

【一般社団法人Code for Japan（陣内）】  見ていますと、今回デスクトップリサーチに

なっておりますので、ウェブ上のどのような条件があるかといったところとか、フォーム上

にタブで選択するといったところで、今のようなことはいえるのですけれども、具体的にど

ういう審査がされているかというところは基本的には記載がなかったため、そこについて

は不明ということになっていることを補足させていただきます。以上です。 

【森構成員】  それは重要なインプットだと思います。ありがとうございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。森さんが今日１２時半くらいにご退出予定という

ことですので。 

【森構成員】  実はもう少し５０分くらいまではなんとかなると思います。 
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【山本主査】  今のご質問とともに、おそらくご意見の部分もあったかと思うので、そこ

はご意見として承るということでよろしいですかね。 

【森構成員】  はい。 

【山本主査】  事務局の方はそのような理解でよろしくお願いいたします。 

山本健人さん、お願いいたします。 

【山本健人構成員】  私も先ほどの森先生と近いのですが、資格ある研究者のところです。

共有していただいた資料を見ると、当局の認定を受けた適格な研究者が対象ということに

なっています。ここでいう当局は、欧州委員会を指しているように思われます。その部分と

プラットフォーム側が言っている資格ある研究者というのはどういう関係になっているの

でしょうか。初歩的な確認となり申し訳ないのですが、その辺りを教えていただければと思

います。よろしくお願いします。 

【一般社団法人Code for Japan（陣内氏）】  私の場合はプラットフォーム側の調査を行

ったのですけれども、そこで言うと、具体的にそこを紐付けるようなものというものは見受

けられなかったというように考えております。唯一、明確にXなどはDSAに基づいてみたいな

ことを書かれているので、逆に言うとそこのDSAの文言に紐付いているというだけの理解で、

それ以上のところは詳細は分からないというところになっております。 

【山本健人構成員】  私も問題意識は森先生と同じで、例えばヤフーだと、利用のための

手続きとして押印が必要となっていまして、手続的なものも含め、利用条件の設計次第で、

利用を妨げてしまう印象もあります。その辺の整理も必要かなと感じた次第です。ありがと

うございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。他の方はいかがでしょうか。 

後でいわゆるシステミックリスク辺りの話も意見交換の中で出てくるかと思いますので、

場合によっては、またご質問が出てくるかもしれませんが、Code for Japan様におかれま

してはできれば待機いただいて、何かあれば、よろしくお願いいたします。ありがとうござ

います。 

それでは、ここからはこれまでのご説明とご発表を踏まえまして、先ほど事務局からご説

明いただいた各論点、大きく３つということですけれども、これに関する意見交換を実施さ

せていただきます。ご意見のある方は、チャットでご発言希望の旨をご連絡ください。でき

れば最初の論点１情報伝送プラットフォームによる偽・誤情報への対応のあり方というと

ころから入れれば、きれいに議論が順序立てて進むかなと思いますが、もちろんそれに限ら
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ずということでお願いできればと思います。それでは、よろしくお願いいたします。事務局

の方は、そのスライド次のページ辺りを開いておいていただけるとよいかなと。この今の

(１)。それから次のスライドめくっていただいて、(２)のところ、それから次の(３)です。

その辺りからまずは行きたいと思います。繰り返しになりますが、論点１に限らず、思いつ

いたところをお話しいただければと思いますが、いかがでしょうか。 

それでは生貝さん、よろしくお願いいたします。 

【生貝構成員】  ありがとうございます。最初にお願いします。いくつかここから気がつ

いたことなのですけれども、まず３ページの論点１のところからです。この中ではまずは特

に一番下にある類型的に対応を検討すべき偽・誤情報の範囲に含まないものということに

ついては、これもいろいろな作り方があると思うのですけれども、一旦は特に具体的な例が

挙がっているところでは、１０ページのオーストラリアの通信法改正案の下にある適用除

外の部分が参考になると思うのですけれども、本当に娯楽やパロディというようにいった

ようなものは我が国にもインターネット上に様々なものがあります。及び欧州メディア自

由法１８条のところでも少し申し上げたニュースメディアのコンテンツモデレーションか

らの保護という文脈と併せて、この専門的なニュースコンテンツというところをある程度

分けて考えるということはしていく価値があるのではないかというのがまず１つです。 

それから次の４ページの論点２のところでございます。これについては、コンテンツモデ

レーションもいろいろな種類があるというように思うのですけれども、まず1つは、これも

全体に関わってくるところだと思うのですけれども、こういったいろいろな手法がある中

でも、AIに全部任せているのか、それとも人手がきちんとチェックしているのか、そのこと

というのは、ある程度１つの視点として重視する必要があるのではないかという気はして

います。AIが行う情報の削除というようにいったようなところと、人が行う削除というのは

違うということ。それからもう１つ、ここのところで７番のプロミネンスというのをコンテ

ンツモデレーションと呼ぶかどうか。あるいはそれをどこまで法的に明確に義務付けるか

どうかというのは、こうした類型の中でしっかり扱っておく価値はあるのではないかとい

うように思います。これも飛んで申し訳ないのですけれども、例えば今回の資料だと、

５９ページにEUの行動規範のことを書いていただいていますけれども、このコミットメン

トの一番上のところでも、特に危機の場合には権威ある情報に利用者を誘導するためのし

かるべき方法を取るということが、コミットメントとして含まれています。すでにコロナ危

機でありますとか、そういうときにはプラットフォーマー様が自主的に信頼できる情報源
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というものを目立つ形で出していらっしゃいますけど、そういうことをどう要請していく

かというのもこの枠の中で考えていく価値はあるのではないかというのが今の４ページに

関わるところです。 

それから５ページのところに行っていただいて、この３と４のところです。まず１つは

３のところについては、先程のお話と関わるのですけれども、促進策という意味では、多分

人員のしっかりとした配置というのもどこに置くかというと、ここに置くことになるのか

なという気がします。AIだけに任せておいては、多くの場合は十分ではないし、しばしばや

りすぎるというようにいったときにきちんと人をしっかり配置していただく、コンテンツ

モデレーターは今回情プラ法で権利侵害調査専門員を置かれることになりますけれども、

それと同じことは、多分偽・誤情報対策の中でも考えていかなければならないのではないか。

例えばデジタルサービス法のリスク軽減手法の中でも、３５条ですとデディケイテッドリ

ソースのことを書かれており、それからコードオブコンダクトの中でも、そういったしっか

りとしたリソースを割いていこうということは、非常に重視されているところですし、きち

んと人を付けていただくというのが一番重要な促進策なのかなというのがこの３に関わる

ところです。 

それから最後(４)のところです。これもいろいろあるのですけれども、もう１つの類型と

して、この検討WGの中でも一度デジタルサービス法とAI法の関係についてお話しさせてい

ただきましたけれども、今AIが作るディープフェイクや、それに至らないけれども、AIで生

成されるコンテンツというのが非常にプラットフォームの中でたくさん流通するようにな

ってきている。そして今、デジタルサービス法とAI法の組み合わせで、しっかりそれがAIで

作られたコンテンツであること、ディープフェイクで作られたコンテンツであるというこ

とを少なくとも確実に検知できるように人間が分かるように機械が分かるようにきちんと

していただこうという取り組みを進めているというように言ったところ、ディープフェイ

クやAI生成コンテンツをきちんとそれと分かるように表示していただくというようにいっ

たような手法というのも、この４の類型の中では重要になってくるかもしれないと思いま

した。以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。貴重なご指摘だったかと思います。生貝さん、い

くつか確認させていただきたいのですが、４ページのところでおっしゃっていただいた

(２)のところで、ここで対応する主体がAIなのか人間なのかというところで考え方が変わ

りうるのではないかというご示唆をいただいたと思うのですけれども、具体的にどこがど
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う変わるのか。迅速化規律である、あるいは透明化規律でこの辺りは変わってくる、どの辺

りが具体的に変わるのか、あるいはどの辺りに注意しなければならないのか、その辺いかが

でしょうか。 

【生貝構成員】  ありがとうございます。例えば情報の削除というのも、今BSAのトラン

スパレンシーデータベースを見ると、相当の程度がfully automatedで削除までしているの

です。何でもいいから削除してくれ、AIでどんどん削除してくれということを求めるのか、

あるいはきちんと削除する前に人間のチェックをある程度のコストをかけて行いましょう

というのか、それによってかなり性質がモデレーションとして違ってくるのかといったよ

うな文脈であります。 

【山本主査】  ありがとうございます。そうすると、たぶん２つの考え方がありえて、要

するに人間がチェックすることを要請していくという形なのか、それともモデレーション

のやり方については、プラットフォーム側の自主的な取り組みに基本的には委ねた上で、A

Iと人間の配分等について透明化するという方向なのかという２方向あるかと思いました。

今の生貝さんの話だと、人間がある程度関わるということを要請するということも含むと

いうことなのでしょうか。 

【生貝構成員】  そうです。すべてではないですが、一定程度要請はしていくことが良い

のではというようには思っております。 

【山本主査】  生貝さんのご指摘は理解できました。ありがとうございます。 

それでは次に森さん、お願いいたします。 

【森構成員】  ありがとうございます。生貝先生の重要なお話の後に細かいことで申し訳

ないのですが、５ページの中ほどといいますか(４)のすぐ上のところに※で２つありまし

て、上が権利侵害はないけれども有害な情報について、広告主それからファクトチェック機

関が対応・申請をすることについてどう思うか。それからその下のところに行政法規に関し

て、所管官庁が申請することについてどう思うかというように書いていただいているので

すけれども、この下の方のこちらについては、先ほど薬機法のご説明がありましたけれども、

非常に重要なことだと思いますので、ここでその手続きの整理も含めて、あるいはその契機

の契機として、総務省からこういう情報がまん延しているけれどもということで、例えば所

管行政機関と連名で申請するということについてはかなり慎重にここで議論してある程度

決めていった方がいいと思います。それに対して、上の部分で広告主やファクトチェック機

関の申請について、私はもちろん活発に申請していただきたいなと個人的には希望してお
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りますけれども、ここで議論してどうこうという話でもないといいますか、例えばアウトカ

ムとして、ファクトチェック機関に申請してくださいと何か言うなど、そういうことがあま

り想定しにくいような気もしておりまして、上の方はこれは、あまり何かできるのかという

気がしておりましたので、もし何か事務局で意図されていることがあれば教えていただき

たいと思います。よろしくお願いします。 

【山本主査】  ありがとうございます。それでは事務局、今のこの※の上の方についてい

かがでしょうか。 

【上原補佐】  森先生、ありがとうございます。１ポツ目はおっしゃっていただいた通り、

そもそも何かしら制度面も含めて対応を考えるのかどうかということも含めてのご議論と

いうように提起させていただいたものですので、もちろん制度化の有無・制度化の要否につ

いても、おそらくこの１つ目の「※」と２つ目の「※」で違うということも当然ありうるだ

ろうというようには思っておりましたので、重要なご指摘として受け止めさせていただき

たいと思います。ありがとうございます。 

【森構成員】  よく分かりました。ありがとうございました。 

【山本主査】  ありがとうございます。私から１点、※の２番目は森さんがおっしゃるよ

うに一番表現の自由との関係で慎重に考えなければいけないところかと思います。これは

以前からお話をしている通りで、いわゆる違法情報ないし違法コンテンツについては、行政

機関からの申請・要請というものがありうるかと思うのですけれども、これはしかし行政機

関が恣意的にこういった申請を行って、それに対して、しかも削除義務が講じられるという

ことになると、この制度を運用した形で検閲的なことが事実上可能になってしまうという

問題が出てくるのかと思います。ですので、行政機関による申請を認めた場合でも、その透

明性の確保やアカウンタビリティの確保は非常に重要になってくるのかと。そういう意味

では、森さんがおっしゃるように手続きをしっかり整理しておくということが重要だろう

というように思います。その点、付け加えておきたいと思います。 

それでは曽我部さん、お願いいたします。 

【曽我部構成員】 ありがとうございます。この資料に関しては、どう言ったらいいか難し

いのですけど、誰に何をどういう根拠で求めるのかという視点があまりないので、この資料

全体のステータスといいますか、どういう次元で議論をしているのかというのが分かりに

くいような気がしているということがあります。例えば４ページにいろいろな類型が挙が

っていますけれども、例えばこれをこのワーキングでは制度化ということを議論すること
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になっているわけですが、ただ制度化といっても、法令で定めることから、あるいはもうち

ょっと緩やかなそうではなくて、自主的な取り組みを求めるとか、あるいはもうちょっと行

動規範に署名してもらうとか様々なレベルがあるかと思うのですけれども、コンテンツモ

デレーションの類型を挙げた上でこれを求めるみたいなことはいずれにしても中々考えづ

らくて、どういう対応を取るのかというのは、結局のところはプラットフォーム事業者に委

ねざるをえないのだろうと思います。そうだとすると、この場でこういう類型分けをして議

論することは何のために議論するのかというのは確認をしておかないといけないのではな

いかと思いました。ここに挙がっているもの以外にも、例えば次のページで(４)のbotアカ

ウントの抑止策、(４)でその他の方策というのもありますし、ここで挙がってない、水谷構

成員がよく強調されるコミュニティノートのような手法もあったりすると思うので、多様

な対応があるかと思います。そうすると、結局事業者の方でリスク評価をしていただいた上

で、どういうものがそれぞれのサービスのアーキテクチャや実状に合ったものかというの

は、最終的な事業者で判断した上でそれをマルチステークホルダーで評価するという話に

なっていくのだろうと思います。それが１つです。それと順序が戻るのですけれども、そう

いう中で、制度的に対応するときに決めておくべきこととしては、偽・誤情報の定義範囲と

いうのは決めておく必要がおそらくあって、そうでないと、過剰な削除や過剰対応につなが

っていく恐れもありますので、そこはこの今映っている(１)の部分はある程度この場でし

っかり議論していく必要があるのではないかと思います。それから(３)の辺りにプラット

フォームに偽情報かどうかというのは、どの程度判断させるのかということも議論する人

は多分あって、一方の極では、例えばファクトチェック団体であるとか行政機関であるとか、

あるいはその他の外部組織が偽情報だということを判断した上で、プラットフォームにそ

れを通報するという、プラットフォームの法では独自判断を必ずしもしないというモデル

が考えられる一方で、他方の極としては先ほどAIによる判断という話がありましたけれど

も、事業者の方でも積極的に独自判断をしていくという両極があると思われ、それはどちら

を取るのか、あるいは両者の間がどういうポジションを取るのかで、かなり制度というか、

スキームのイメージは変わってくるかと思いますので、そういった辺りも議論をする必要

があるのかというように思われます。違法情報であるものについては、当然先ほどおっしゃ

ったような行政機関が削除要請をするのであれば、一定のしかるべき手続きが求められま

すでしょうし、権利侵害情報に関しては、情プラ法がすでにあるということで、そこでの対

応ということになります。ほかに気になるのは例えば歴史修正主義のようなものはどうな
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るのかということす。話が長くなって恐縮ですが、今までの議論の中で、偽情報の対策がな

ぜ必要なのかというところで、災害対応ということがかなり前面に出されているかと思う

のですが、私個人はヘイトスピーチに属するような歴史修正主義的な言説に対応するとい

うのは、これは今の日本でも非常に重要なテーマになっているかと思います。選挙への影響

というような欧米でいわれているようなことは、今のところ日本ではそこまで顕在化して

いないように思いますけれども、ヘイトスピーチ的な偽情報というのはかなり深刻だとは

私は思っていまして、偽情報対策の文脈で、その問題というのもしっかり言及していく必要

があると思いますので、そういうものをどういうような形で対応していくのかということ

も含めてご検討いただければと思います。大分拡散して恐縮ですけれども、とりあえず以上

です。ありがとうございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。これは私見というか、イメージをお話しさせてい

ただきますと、曽我部さんがおっしゃる通りで、法的に制度的に直接的な行為の義務付けを

プラットフォームに対して行うものというものは、かなり限定して、かつ慎重に検討しなけ

ればいけない、この検討会でかなりそこは練らなければいけないところかと思います。他方

で、プラットフォーム側の自主性や柔軟性に委ねられるところというのは、あまりここで議

論してもその後の例えば行動規範等でむしろそのプラットフォームが持っている専門性を

踏まえて、むしろ適切な自主的な規律を作っていただかなければいけないところがあるの

ではないか。そういう意味では、制度的な対応といっても、そういった自主的な取り組みを

どう促していくのかという、そういう意味での制度的な対応ということもある。だから直接

的な義務付けの場面というのは、抑制的に考えていくものであり、そこの部分というのは、

この検討会のメインの対象であろうと。それから自主的な取り組みに委ねていく部分につ

いては、われわれとしてはある種目安になるようなことは、ここで示唆的な議論を展開する

ということはありうるかもしれないけれども、そこまで具体的に議論しても、それは実践、

フィージビリティがないというところとか、いろいろあるのだろうと思いますので、そうい

う意味では行動規範等に委ねられなければいけない。要するに、ここで具体的に議論しても

意味がないということもあるのかと思います。その上で、私自身は権利侵害情報については

情プラ法があって、迅速化規律・透明化規律が入っていると。偽情報の中でも権利侵害情報

的なものは、すでにそういう取り組みがなされていると。それに対して、法令に反する、い

わゆる違反情報については、現状まだギャップがあるところですので、この辺りの透明化規

律・迅速化規律をどうするのかが割と重要な論点になってくるのではないか。例えば違法な
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情報で迅速化規律・透明化規律が入るものといったとしても、その違法性というのをどう見

るのか。例えば極端な話、迷惑防止条例のような条例違反のようなものも、例えば違反コン

テンツで迅速化規律が入るのか、違法なものの中でも有害性が非常に高い・強いものだけを

考えていくのかと。迅速化規律等が入る違法コンテンツといったときの違法の射程をどう

考えるのかということは重要な論点だろうというように思います。その辺りが１つ重要か

という認識を持っています。 

それから先ほど、歴史修正主義、陰謀論については、確かに重要な社会課題になっている

かと思いますけれども、私自身これは完全に私見ですけれども、これをどう扱っていくかと

いうのは、プラットフォーム側の対応に委ねられるところが大きいのではないかという印

象を持っています。これについては、いろいろご議論がもしあれば頂きたいところですけれ

ども、ただ、そういう歴史修正主義的なものに対して、各プラットフォームが自らのポリシ

ーの理念に従ってどういう対応をしているのかという点についての透明性は、場合によっ

てはシステミックリスク等のところで考えていただく。透明化していくというようなこと

が必要かもしれませんが、直接迅速化要請を法的に入れるということについては、かなり慎

重であるべきかというような個人的な感想を持っております。 

ざっくり私の方でお話しさせていただきましたけれども、その上でこれについて何かあ

ればと思いますし、これ以外のところでもよろしくお願いいたします。 

山本健人さん、お願いします。 

【山本（健）構成員】  大きなところで言うと、私も先ほど山本龍彦先生と曽我部先生が

おっしゃったところに概ね賛成です。後ほどマルチステークホルダーで行動規範などを作

っていくにせよ、EUの場合でもある程度政府側がたたき台、あるいは指針みたいなものを示

した上で、民間事業者などの他のステイクホルダーから政府の提案は理想的すぎるとして

反論がでるといった形で議論が進んできましたので、政府として基本的にはどういうもの

を求めるのか、といったことをある程度考えておくことは重要と思っております。 

その上でいくつかコメントです。１点目は偽・誤情報の定義範囲のところです。パロディ・

風刺等の類型的に例外にするものについてですが、生貝先生がおっしゃったようにオース

トラリアのものを参考にするというのは、基本的にそれでよいと思いますが、そこでパロデ

ィや娯楽、風刺について、「真に」という限定がかかっていたところは注意をしておくべき

かと思います。先ほど曽我部先生からもあった通り、ヘイトスピーチなどを考えていくと、

パロディ・風刺といえども有害性や社会的な影響力が高いようなものが出てきて、しかもそ
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れがパロディ・風刺と一見して分かりづらいグレーゾーンが出てくるので、「真に」パロデ

ィ・風刺といえるものに限定するのか、あるいはもう少し広く緩く対象を考えるのかという

辺りは検討しなければいけないポイントになってくると思います。 

２点目はコンテンツモデレーションの類型のところで、特に７番目のプロミネンスにつ

いてです。プロミネンスについては、特に透明化の要請が重要だと思っております。一般的

なユーザーがプロミネンスされたものをよく見るだろうということを考えると、どういう

情報をどういう形でプロミネンスしているのか、ということに関する透明性がないと、恣意

的なプロミネンスの疑惑が問題視され、余計健全性や信頼性を損なうという結果になるよ

うに思われます。 

【山本主査】  重要なご指摘だと思います。ありがとうございます。それでは時間も限ら

れてきましたので、次に行きたいと思います。 

水谷さん、お願いいたします。 

【水谷構成員】  ありがとうございます。私から３点あるのですけれども、１点目は生貝

先生もおっしゃった報道機関のコンテンツを偽情報・誤情報の定義において例外化をする

というのは私も賛成と同時に、今、山本健人先生からも少しお話がありましたけれども、方

策として論点２で挙げられているプロミネンスの部分と併せて検討する必要があると思い

ます。この点で山本健人先生がおっしゃった透明化が重要というのは、これは僕もその通り

だと思います。 

２点目なのですけれども、先ほど生貝先生からコンテンツモデレーションへの人間の関

与の話が出たと思うのですけれども、私も生貝先生がおっしゃることはよく分かるのです

が、とはいえ、コンテンツモデレーションの実務としては、大部分がAIに任せられていると

いうか、任せないと回らないというのがおそらく現状なのではないかと思います。そこに人

間を関与させるということ自体、必ずしも反対ではないですが、例えば動画コンテンツとか

ですと、偽・誤情報の中にも結構それこそ画像加工とかで作られた過激な、あまり目にする

のはショックを受けるような動画とか、そういうものもあるわけです。以前から欧米では、

人間のコンテンツモデレーターがかなり精神的に過酷な状況に置かれているというような

指摘もあるので、ここに無理に人間を関与させるというのは、そういう別のリスクも多分出

てくると思います。なので、重要なのはAIによるコンテンツモデレーションのクオリティを

きちんと事業者に評価していただいて、それを透明化し、公表していただく。その点でクオ

リティという意味で、エラー率が僕は重要だと思うのですが、以前、親会でエラー率は難し
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いのではないかというお話がありましたので、エラー率は無理でも、例えばAIによるモデレ

ーションに対して、どれだけ不服申し立てや再審査請求がされているかという点とか、ある

いはその不服申し立てを受けて最初の判断が覆った数とか覆った割合といったものはクオ

リティの指標として出していただけるのではないのかというように思います。これは対応

の透明化の確保という部分と併せてですけど、検討していただいてもいいのではないか。 

最後に３点目、行政機関による行政法規に抵触する違法コンテンツの場合の削除要請の

お話が森先生からあったかと思いますけれども、私もここに関する透明化は、最重要だとい

うように思っています。事務局からは行政手続法における透明性確保も一定程度あるとい

う話があったと思うのですが、私の考えですとそれでは不十分と思います。どのような個々

のコンテンツをどういう理由で削除要請したのかという点をきちんと記録していただいて、

さらにその記録をある種のデータベースというか、整理して、きちんと公表していただく。

そういうところまでやっていただく必要があるのではないかなというように思います。そ

れが現行の行政手続法上、含まれているかどうかというのは、まだ私の方でも分からないと

ころがありますが、もしこの点、事務局の方で分かっていることがあれば、教えてください。

私からは以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。それでは最後のところは、事務局へのご質問も含

まれていたと思いますので、事務局の方何かございますでしょうか。 

【上原補佐】  ありがとうございます。質問の範囲内で網羅的な精査というものは事務局

の方ではまだ途中というところではありますけれども、少なくとも事後の透明性確保とい

う意味で言うと、例えば救済措置のあり方といったところもあろうかと思います。その意味

では水谷先生がおっしゃった通り、事後の部分というのは例えば行政指導であれば、処分性

がないので行政訴訟・抗告訴訟は難しいとか、そういう意味では一般的な行政手続の枠組み

では今ご議論いただいているところがすべて含まれない可能性があるというところは、ご

指摘いただいたところが重要なポイントかと思いましたので、受け止めてまた精査してい

きたいと思います。ありがとうございます。 

【山本主査】  ありがとうございます。表現の自由に関わる行政の関与ということになり

ますので、透明化規律というのは非常に重要になってくるだろうというところは私自身も

思うところでございます。DSAでも行政からの要請があった場合でも、削除義務があるわけ

ではなくて対応義務があるというところです。反射的に削除しなければいけないわけでは

必ずしもないというところも、私自身は重要なところかと思っております。コメントとして、
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そのように申し上げたいと思います。水谷さん、１点私の方から確認をさせていただければ

と思うのですが、プロミネンスのところ、何を目立たせるかということは、ユーザーのある

種の誘導が入るというところから透明化規律を考えていくべきなのではないかというご指

摘だったと思うのですが、プロミネンスをそもそもやるべきかどうかですよね。やった場合

には透明化が必要だということにはなると思うのですが、やるべきかどうかというのをど

のレベルで考えていくのか、つまり法的・制度的なものになるのか、それとも行動規範、自

主的な取り組みの１つとして促進していくような方向になるのか、その辺りはいかがです

か。 

【水谷構成員】  ありがとうございます。私も一概に答えは出ていないのですけれども、

それ自体をやはりマルチステークホルダーで議論していただく必要があるかなと思います。

というのもプロミネンスは、ある種のナッジ的な側面があると思うので、正直な話どれくら

い効果があるかというのは制度設計の段階で分からない部分もあるし、それこそプラット

フォームのアーキテクチャごとによっておそらく効果も変わってくると思うので、その辺

りは事業者の方も含めて官民で、特に官がどこまで関わるかというのが問題になってきそ

うですけれども、そこで議論していただいた方がいいのかと思います。それで有効だという

のであれば、一定の基準を民の中で作ってやっていくという方向があるかなと思います。 

【山本主査】  ありがとうございました。よく分かりました。 

それでは落合さん、お願いいたします。 

【落合構成員】  どうもありがとうございます。そうしましたら(１)のところからです。

(１)の点で今、改めて見ていて気づいたところとしては、下の方のポツの②－１、２の要素

に関してということで、人の生命・身体・財産と書いていますが、これは法人は入らないよ

うに思います。こういった生命・身体そのものはないと思いますが、少なくとも財産に関す

る侵害であったり、ある一定の活動に対する侵害自体は個別法令なども整備されている場

合もあると思います。この点について検討するということがありうるのではないかと思い

ましたのと、またさらにもう少し広く見ていった場合に、集団というものをどう捉えるのか

があろうかと思います。ある種の集団に対するヘイトみたいなものになってしまうと、必ず

しも偽・誤情報とは違うのかもしれませんし、どちらかというと、ポツでいう１つ目の方の

悪意ある情報というのに少し近いのかもしれません。そういった点も対応としては偽・誤情

報の中にそのまま入れるのかどうかというのはともかくとして、一定の法律で直接的にこ

こは対処してほしいという要請の枠外になる可能性もあるとは思うのですが、そこについ
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ては自主的な取り組みを求めていく、ということも場合によってはあるような話かと思っ

たところです。 

２点目としましては、(２)と(４)でいろいろな方策を整理していただいているかと思っ

ております。これは何人かの先生方の方で議論があったかとは思いますが、基本的にはどの

方法を取るべきであるということをあまり義務付けをするような類いではなくて、ただ単

に主なメニューとしてこういうものがあるということを整理しているだけだと思います。

例えば米国の論文では40種類くらい分類しているものもあって、それをまとめるとこの

７つになったりして、もう少しいろいろな整理の方法もあるでしょうし、あまりこの方法を

するべきだというのを特にこの１から６についてことさら強調しなくていいのではないか

とも思います。ただ例えばガイダンスなどを仮に定めるとした場合に、方法としては大きい

分類としてはこういう方法などが典型的には考えられます、という方法になってくるのが

基本かと思っております。ただ②の収益化停止や、アテンションエコノミーの動線は広告プ

ラットフォームなども含めて考えていったときに、収益を切っていかないといけないとい

う話が、仮にすごくまとまってくることがあれば、収益の観点についてはとりわけどういう

ように実現していくのかという話はあるかもしれません。しかし、今の時点ではまだそこま

で、議論として必ずこうした方がいい、というところまでは整理できていないように思いま

す。その意味では１から６については、あくまで参考例にとどまるということであるかと思

っております。一方で⑦のプロミネンスは、まったく見えにくくするというよりかは見えや

すくするということで、広義の意味でコンテンツモデレーションであるということであれ

ばそうだとは思います。これをどういう形で見やすく表示したというように言うのかにつ

いては、プロミネンスを実施するとしても、そこも多分プラットフォーム側の自主的な対応

に委ねられるところがあるのではないかと思います。放送の方で検討している内容を踏ま

えますと、どういった主体に対してプロミネンスというものを推奨するのかがあります。義

務付けまでするのかどうかは、中々難しいところはあろうかとは思いますし、最終的にはプ

ラットフォームの判断ではあろうかとは思いますが、こういう方々をプロミネンスでなる

べく目立つような形にした方がいいということは、放送の文脈ですと民放の方となってい

ますが、必ずしもそれだけではないのだろうと思いますので、そこはまた少し考えていった

方がいいのかと思っております。 

今の２のところでもう１点述べた方が良い点として、生貝先生や水谷先生がおっしゃっ

ていた人の関与のところで言いますと、人の関与はできた方が機微にわたるというか、特に
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能力の高い人がいればセンシティブな判断においてAIよりもより良い判断につながる可能

性があるという意味で、人をどう配置しているかということ自体は重要であるというのは

生貝先生がおっしゃる通りかとは思います。ただ一方で、ほとんどのものがAIで処理されて

いて、このときに考えなければいけないのは、もちろん間違った判断で削除されてしまって

はまずいということはありつつも、ずっと流して、例えば人が関与することによってあまり

に過度な関与を求めることによって、中々簡単に削除ができなくなるという状態になって

きますと、むしろ悪意を持って流したものがその意図に沿った拡散を許容してしまう結果

になりかねないというところもあると思います。このため、あまり人に全部求めてしまう、

ということまではしない方がいいのだろうと思います。人と機械との組み合わせは、これは

どういうようにしているのかをディスクロージャーしていただきながら、より実効性を高

めるためにどういうコンビネーションが特定プラットフォームにおいてはより効率的なの

かをプラットフォームごとに評価していく方が、多分合理的な結論に至るのではないかと

思います。 

最後４の点ですが、前回曽我部先生とも議論させていただきましたが、実際、オンライン

空間に行くときに、基本的に本人確認がない状態でオンライン空間に完全にアクセスでき

ているかというと、大半の場合は何らか本人確認がされている場合が大半なのではないか

と思います。これは電気通信事業法や、携帯電話不正利用防止法などの関係がありますので、

どこかでアクセスするポイントで一度は本人確認されている場合が大半なのであろうと思

っております。プラットフォームの場合も同じことにはなるのだろうというように、プラッ

トフォームが本人確認をする場合でも、一般にインターネットと同じように必ずしも顕名

でその人の本人確認情報自体をユーザー情報として出してくださいということまでは言わ

ないだろうとは思います。そこは多分基本的な使い方としてはそういった最後の最後、個別

に権利侵害で追及していくとか、法的手続きなどでの場合の話になるとも思います。本人確

認自体はもうすでに一度電気通信事業者等でされているので、あえてさらにもう一段プラ

ットフォームにおいて本人確認を定めていくということの意義がどこにあるのか。またプ

ラットフォームにおいて、それを行うことによって、過去にそういうことを行ったユーザー

などというのをより抑止的に扱っていくということが合理的なのかどうかという、この辺

について意味があるかどうかという中で考えていくといいかと思います。加えて、ここの

(４)で①については慎重な検討というように書いていただいています。①も慎重な検討で

いいと思いますし、ただ②のアカウントの有料化などについても、必ず有料化するという方
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法でボットを削除するというのは、そこまで必ずしもビジネスモデルに立ち入らなくても

よいのではという部分もあると思います。画一的に求めていくと、やりすぎになるような場

合もあるのではないかとは思いますので、先ほどのコンテンツモデレーションもそうだと

は思うのですが、よほど個別具体に、ここの部分に原因があるのでこの部分に対策をしない

といけないという根拠があるものを除いては、できる限りプラットフォーム側で組み合わ

せて実施した結果を透明性がある形で公表してもらい、それを評価、検証しながら改善を図

っていっていただくという方法が良いように思います。どの方法についても、(４)について

も、個別の行為について義務付けということは、必ずしもしていかない方が合理的な結論に

なるのではないかと思っております。以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。大きく４点頂いて、いずれも重要なご指摘だと思

いました。最初の情報の範囲の３ページ目のところで人の生命・身体または財産にというと

ころの人のところで、自然人だけなのか法人を含むのか。あるいは集団に対する有害性をど

う考えるのかということですけれども、これは情プラ法の権利侵害情報がどうなっている

のかということもあるのかと思いましたので、事務局は後でその辺を少しご確認いただけ

ればと思いました。ありがとうございます。 

それから２点目はおっしゃる通りで、次のスライドですけれども、われわれがこういった

情報に対してはこういう対応を取るべきというようにいちいち対応関係まで言えないとい

うところはあると思いますので、われわれとしては、おそらく比例性で、有害性が高いもの

についてはそれなりの措置だろうし、そうでないものはそうでないというような比例性を

考えた形で検討していくべきだ、ぐらいの示唆をする程度であって、あとは基本的には、自

主的な取り組みというものを尊重するような余地があるのではないかというのは私も同感

です。 

それから人の関与について、生貝さんから後でコメントを頂きたいのですが、人とAIをど

ういうようにミックスさせるのか、あるいは企業によっては、基本的にはAIを中心としたモ

デレーションをしていくという企業がある中で、人の関与をどのように求めていくのかと

いうことは確かに論点かなと思いました。どのように人とAIとの関係を考えているのか、あ

るいはどういう形でもっぱらAIなのかということの透明性を求めていきつつ、異議の申し

立てが、削除された側からあった場合は、例えば人が関与していくようなあり方が１つ考え

られるのかなというようには思ったのですけれども、落合さんもそのような理解かと思い

ました。もしそうであれば、生貝さんからその辺、コメント頂ければと思いました。 
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それから本人確認のところは、非常に重要なところでこの前も曽我部さんからご指摘が

あったと思いますので、もし何かあれば曽我部さんからも本人確認等についてご指摘を頂

ければと思いました。ありがとうございます。 

事務局からどうでしょう。最初のところの情プラ法との関係ですけど、いかがですか。 

【上原補佐】  ご質問の趣旨としては、情プラ法上、個人と法人で、いわゆる権利侵害情

報というところの、権利を侵害された者としての立場が変わりうるかという趣旨と理解い

たしましたが、その趣旨であれば、条文上は特にそこは区別はされていないということにな

りますので、法人についても権利が侵害がされたということであれば、同じような取り扱い

がされるということにはなっております。以上でございます。 

【山本主査】  ありがとうございました。非常に重要なところだと思いますので、また何

かあればご発言いただければと思います。 

森さん、よろしくお願いいたします。 

【森構成員】  ありがとうございました。私はまず４ページの対応メニューについて申し

上げたいと思います。もちろん曽我部先生、落合先生、山本先生のおっしゃる通りプラット

フォーム側にお任せするしかないというのはその通りだと思うのですけれども、今般の投

資詐欺の広告についてもそうであったように、要請してもスルーされるということが十分

考えられると思います。何の対応もしないということです。そのときにどうするかというこ

とは当然考えておいた方が良くて、その場合に私もいきなりスルーされたら何か極端なこ

とができるとはまったく思いませんけれども、少なくとも再度トーンを変えた要請をする

とか、そういうことは行政側、要請する方で決めておいた方がいいのかというように思いま

す。お願いしたら何かしてくれるということは、グローバルには通用しないということは、

プラ研の頃からの教訓かと思っておりますので、スルーされた場合にどうするのかという

ことは、要請側・行政側で決めておく必要がある、その方が有益なのかというように思って

おります。それが１点目です。 

その次に曽我部先生からご指摘のありました歴史修正主義とかヘイトスピーチに類する

ものなのですけど、ヘイトスピーチは場面によっては権利侵害情報になるということは裁

判例で出てきておりまして、そういうものは除外して考えさせていただきます。２２ページ

をお示しいただきたいのですけれども、私はクローズドなメッセージで来る場合、その脆弱

性を利用してその人に対して説得を試みる場合なのですけれども、これがシステミックリ

スクなのかもしれませんが、特に一番最初の矢印の※の１つ目も２つ目、特に１つ目をご覧
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いただきますと、※の１つ目、予測の指標明確性・軽減措置の実効性に課題がある一方で、

特に違法性・権利侵害性はないが、有害な偽・誤情報の流通拡散による社会的影響の軽減に

向けた方策としては、表現の自由への過度の制約を避ける観点からも情報伝送プラットフ

ォームの自主性・裁量を認めながら、影響予測・軽減措置の実施を促していくことが必要か

つ適当という指摘も存在することについてどう考えるかということについては、私はそう

は考えないということでございます。つまり脆弱性を利用してその人のもとにだけメッセ

ージを届けるということが、実はこれがまったく新しい問題だと思っています。もちろん例

えば公職選挙法の戸別訪問の禁止、山本先生のご論考でそれに近い面があるのではないか

というご指摘もありましたけれども、それに近い部分というのはあると思いますが、同じで

はないというところはあって、そして他方で、プラットフォームにおいて思想の自由市場が

失敗しているという話がありました。私は思想の自由市場すべてが失敗しているわけでは

なくて、プラットフォームにおいてのみ失敗しているという話をさせていただきましたけ

れども、プラットフォームにおいても、プラットフォームの節々においてすべて失敗してい

るわけではなくて、やはり核心ど真ん中の部分というのは、ここだと思うのです。ここにお

いて個別のメッセージによって脆弱性を突くところにおいて歴史修正主義を例えば１６歳

以下と推測される人たちに広告で出すような行為については非常に大きな問題だと思いま

すし、同時に表現の自由が大きく後退する、そういうことが言いたいのだったら外で言って

くれという話ではないかというように思っています。もちろんその場合、脆弱性を突くよう

なことというのはどんなことなのかというのはある程度きちんと検討しませんと、例えば

一定の地域というものを指定して、その人に情報を届ける場合、それは例えば行政サービス

でその地域において有効なものをその人たちに教えるというまったく正当なものもありま

すので、どういうものが問題なのかということは、それは彫琢、精密に削り込んでいかない

といけないと思うのですけれども、ただ、そういった場面では表現の自由は大きく低下する

と考えています。ですので、歴史修正主義をオープンスペースで、それはプラットフォーム

であっても、言っていることについては介入の要請は低い一方で、脆弱性のある人に対して

メッセージを届ける場合には表現の自由が大幅に低下するのではないかというように考え

ています。ちなみにクリストファー・ワイリーも個別のメッセージで言うことを本全体を通

じて非常に強調していましたので、彼もそういうように考えている、感じているのかという

ように思っているところです。以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。非常に重要なところで、私の方から確認というか、
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ご質問させていただければと思うのですけれども、１点目は投資詐欺広告等ですけれども、

これについては行政からの要請があった場合にスルーされてしまう問題があるという話だ

ったと思うのですけれども、仮に違法なものだと、権利侵害情報であれば、これは情プラ法

の迅速化規律が入ってくるので対応せざるをえないということになると思うのですけれど

も、違法な場合、法令に反している場合には、今後削除義務までは行かないまでもDSAのよ

うな形で対応義務を課していくということはありうるかと思っています。これでも不十分

と言いますか、そこは入れるとスルーはされないという理解なのか、その辺りを教えていた

だければというのが１点。 

２点目のところは、私も問題意識はまったく同じです。これをどのように考えていくのか

というか、どのように規律していくのが適切なのかというところで申しますと、例えばシス

テミックリスクのところで、具体的なリスク評価対象というような形で例えば具体的に挙

げていくような形、つまりシステミックリスクの評価、リスク軽減義務の中にそういうもの

を入れ込んでいくということで足りるのか、それとも、それとは別の形で特出ししていくよ

うな形になるのかというところですけれども、森さん、この２点を教えていただければと思

います。 

【森構成員】  ありがとうございます。まったくご指摘はごもっともでして、まず後半の

方なのですが、システミックリスク対応として割と自己評価・リスク評価とそれの対応への

公表みたいなことになっているのかと思うのですけれども、私は確かにEUではそうなって

いると伺ってはいるのですが、それで本当にその目的が果たせるのかと疑問には思ってい

るところがありまして、リスクに対して自己評価をして、それに対する対応を公表するとい

う仕組みの場合、リスクが客観的に明白・明確でないと結構難しいと思うのです。なので、

同じような制度としては、例えば金融商品取引法の内部統制報告制度とか、取引透明化法に

もあると思うのですけれども、そこにおいて、こういうリスクがあるからこれに対する対応

というところのこういうリスクがあるからというところが、私が単にDSAの理解が足りない

だけだと思うのですけれども、非常に漠然としているような気がしまして、そんなリスクあ

るのでしょうかと言われてしまうこともあるのかと思わなくもないので、何をこちらが心

配しているかということです。例えば脆弱性に関するプロファイリング、そのセグメンテー

ションの切り方というのはどういうものなのかというようなことは、むしろある程度お示

しした方が対応してもらいやすいというか、そうなんじゃないかと思っております。これが

後半の方です。前半の質問は何だったでしょうか。 
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【山本主査】  先ほどのスルーされる問題です。結局、違法なコンテンツ・違法情報につ

いての対応義務をかければという。 

【森構成員】  ありがとうございます。違法情報に２つあって、情報それ自体が違法なも

のというのは、権利侵害情報でなくてもありまして、例えば規制薬物の広告とか、そういう

売買春の広告とかがあるので、それに対しては迅速化規律等で全然良いと思います。そうで

はなくて、情報自体は違法ではありません、でもそれがここに書かれているような生命・身

体・財産に対して非常に有害ですといった、多分、投資詐欺の広告もそうだと思うのです。

別にその情報を禁止して、その情報を転送したら捕まるかというと、そんなことはないと思

うのです。なので、そういう情報自体が違法で、そういう情報を発出したら法令違反になり

ますよというものとそうでないものとあるということを考えて、特にそうでないものの方

です。そういうときにどうするかということを決めておかないといけないのかと思います。 

【山本主査】  ありがとうございました。ご発言の趣旨は理解できました。ありがとうご

ざいます。 

曽我部さん、いかがでしょうか。先ほど本人確認の義務の辺りとか、あるいは他のところ

でも、最初の方にご発言いただいたので、もし何かあればと思いますが。 

【曽我部構成員】  本人確認は確かにどこかで本人確認されている場合がありますとい

うのはおっしゃる通りかと思いますので、そこはそれとして承りますというところです。関

係して本人確認を義務付けるということもそうなのですけど、これも以前も申し上げたか

もしれませんけれども、本人確認機能を任意で本人確認ができるという機能の実装みたい

なものも対応メニューとして入れていくということはあるかなと思います。 

それからもう１つ森先生の歴史修正主義の話なのですけれども、私が申し上げた趣旨と

しては、有害性のあるものに対応すべき偽情報の類型とすべきだという話との関係で、有害

性という中にヘイトスピーチ的な観点を入れていくということで、別にヘイトスピーチの

有害性をここで考慮していく必要があるのではないかということを、この検討会の場だと

これまであまり出てこなかったように思いますので、この際強調しておきたいという趣旨

でありました。ただ、山本主査からもありましたように、すべてが対応すべき有害性を持つ

ヘイトスピーチあるいは修正主義的な議論の言説というわけではありませんので、そうい

う意味で彫琢していく必要があるということは、森先生がおっしゃる通りかと思います。具

体的に青少年向けのものはそうだということについては、私はまだそこまで断言できない

ので、そこは留保しますが、いずれにしても何らかの形で彫琢していく必要があるというこ
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とは、おっしゃる通りかと思います。以上です。 

【山本主査】  大変ありがとうございました。それでは時間がすでに来ておりますので、

落合さん、生貝さん、短めによろしくお願いいたします。 

【落合構成員】  どうもありがとうございます。こちらの２番の論点の方についてです。

何を予測してもらうのかについては、２２ページで何もなしでフリーハンドにということ

も、森先生がおっしゃっていたことも何も予想しないでお願いをする方がそれで検証して

もらうということで、それだけで適切なのだろうかということは重要と思います。法令の運

用にあたっても、何に対する対策をしていくべきなのかという部分については、今年ですと

投資詐欺の件であったり、また各国で選挙が行われているということであったり、能登半島

の地震関係というようなものが出てきたりしていると思いますが、これまでも数年見てお

りますとやはり次第に変わってくるところがございます。そこは一度法制定のときにこう

いうものをしてもらいたいということを言っているだけだと、必ずしもワークしないタイ

ミングが遠くないタイミングで出てくるように思います。そこの部分については必ずしも

プラットフォーマーに完全に委ねるということでもなく、こういった総務省の会議の中で

も、どういう部分に対して今の情報流通には課題があるのかは、それは継続して議論をされ

ていることがあった方がいいと思います。その上で特にプラットフォームの中だと、この部

分が特に関係するのでこれを対応していこうというように思うというのは、そこから先は

プラットフォーム側の自己申告とさらにそれに対する評価という流れになっていった方が

いいように思いました。私の方からは以上です。 

【山本主査】  ありがとうございます。本日は３つの論点、２の論点を本当は議論したか

ったのですが、１の論点は重要な論点だと思いますので、今日は主に１をやったということ

で、２と３については、次回改めて議論の時間を設けたいと思います。今の話は、また次回

こちらでも控えますけれども、また改めて状況によってはご発言いただければと思います。 

生貝さん、お願いいたします。 

【生貝構成員】  ありがとうございます。お話にあった人間の関与のところについて、手

短になんですけれども、まず１つおっしゃっていただいた通り、基本的にはAIがやらざるを

えない。そうしたときに、デジタルサービス法は基本的にコンテンツモデレーション全般に

ついて、第一次的な判断はAIがやるのが当たり前になってきているけれども、しかしそれに

対する苦情を受け付ける、あるいは内部苦情処理システムを作って、そこではきちんと人間

が関与するということがベースラインとしては決められている、ですからここが１つのベ
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ースラインなのだろうというように思います。ただ、さらに例えばサービス提供の停止・終

了、アカウント停止・削除のような⑥のような類型は人間の目を通した方がいいような気も

してくる。あるいは、これ大きな枠にもかかるところなのですけれども、基本的にコンテン

ツモデレーションの対象にオンライン広告というのがかなりの程度入ってくるのです。オ

ンライン広告の場合は、かなりの程度人間の目でチェックしてほしいような気もする。そう

したような手段ですとか、あるいは対象の情報によって、人間の関与の度合というのをある

程度上乗せで考えていく余地はあるのではないか。そういう意図でございました。以上です。 

【山本主査】  ありがとうございました。その辺りをどこまで法的ないしは制度的に規律

するのか、どこまでを行動規範的なところで考えていくのかというところは、１つ重要な論

点かなと思いました。ありがとうございます。 

 まだ色々とあるかと思いますけれども、時間が既に過ぎておりますので、今日の意見交換

はここまでとさせていただきます。実は次回の親会会合が６月１０日からとりまとめに向

けた議論が始まる予定だと聞いております。従いまして、この検討会親会におけるとりまと

めのインプットに向けて、ワーキンググループとしてのとりまとめに向けた議論を次回会

合から進めたいと考えておりますが、今日は予定している議論ができませんでしたので、可

能な範囲で進めていければと思います。いずれにしても準備につきまして、ワーキンググル

ープの事務局に素案の作成をお願いしたいと思います。非常に重要な論点ですので、拙速に

まとめるということも他方で慎まなければいけないと思っておりますので、可能な範囲で

準備を進めていただければと思います。次回、今日の取り残した論点とさらに次回もともと

予定していた論点両方を議論して、可能な限りでとりまとめに向けた議論ができればとい

う進め方と思います。 

 最後に、事務局より連絡事項があればお願いをいたします。 

【髙橋係長】  ありがとうございます。次回のワーキンググループにつきましては、６月

１０日（月）１３時より、第２２回会合との合同開催を予定しております。詳細は事務局か

らご案内させていただくとともに、議事等につきましては、別途ご案内を差し上げます。 

【山本主査】  それでは、以上をもちまして、「デジタル空間における情報流通の健全性

確保の在り方に関する検討会 ワーキンググループ」第２５回会合を閉会いたします。 

本日は、ありがとうございました。 

 


